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１．感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律の概要

改正の趣旨

施行期日
令和６年４月１日（ただし、１の⑷及び２の①の一部は公布日、１の⑷及び⑸の一部は令和５年４月１日、１の⑵の①の一部及び３は公布日から10日を経過した日等）

改正の概要

１．感染症発生・まん延時における保健・医療提供体制の整備等【感染症法、地域保健法、健康保険法、医療法等】

（１）感染症対応の医療機関による確実な医療の提供
① 都道府県が定める予防計画等に沿って、都道府県等と医療機関等の間で、病床、発熱外来、自宅療養者等（高齢者施設等の入所者を含む）への医療の確保
等に関する協定を締結する仕組みを法定化する。加えて、公立・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療支援病院に感染症発生・まん延時に担うべき医療
提供を義務付ける。あわせて、保険医療機関等は感染症医療の実施に協力するものとする。また、都道府県等は医療関係団体に協力要請できることとする。

② 初動対応等を行う協定締結医療機関について流行前と同水準の医療の確保を可能とする措置(流行初期医療確保措置)を導入する(その費用については、公費
とともに、保険としても負担)。また、協定履行状況の公表や、協定に沿った対応をしない医療機関等への指示・公表等を行うことができることとする。

（２）自宅・宿泊療養者等への医療や支援の確保
① 自宅療養者等への健康観察の医療機関等への委託を法定化する。健康観察や食事の提供等の生活支援について、都道府県が市町村に協力を求めることとし、
都道府県と市町村間の情報共有を進めることとする。さらに、宿泊施設の確保のための協定を締結することとする。

② 外来・在宅医療について、患者の自己負担分を公費が負担する仕組み（公費負担医療）を創設する。

（３）医療人材派遣等の調整の仕組みの整備
○ 医療人材について、国による広域派遣の仕組みやDMAT等の養成・登録の仕組み等を整備する。

（４）保健所の体制機能や地域の関係者間の連携強化
○ 都道府県と保健所設置市・特別区その他関係者で構成する連携協議会を創設するとともに、緊急時の入院勧告措置について都道府県知事の指示権限を創設
する。保健所業務を支援する保健師等の専門家（IHEAT）や専門的な調査研究、試験検査等のための体制（地方衛生研究所等）の整備等を法定化する。

（５）情報基盤の整備
○ 医療機関の発生届等の電磁的方法による入力を努力義務化(一部医療機関は義務化)し、レセプト情報等との連結分析・第三者提供の仕組みを整備する。

（６）物資の確保
○ 医薬品、医療機器、個人防護具等の確保のため、緊急時に国から事業者へ生産要請・指示、必要な支援等を行う枠組みを整備する。

（７）費用負担
○ 医療機関等との協定実施のために都道府県等が支弁する費用は国がその3/4を補助する等、新たに創設する事務に関し都道府県等で生じる費用は国が法律
に基づきその一定割合を適切に負担することとする。

２．機動的なワクチン接種に関する体制の整備等【予防接種法、特措法等】

① 国から都道府県・市町村に指示する新たな臨時接種類型や損失補償契約を締結できる枠組み、個人番号カードで接種対象者を確認する仕組み等を導入する。
➁ 感染症発生・まん延時に厚生労働大臣及び都道府県知事の要請により医師・看護師等以外の一部の者が検体採取やワクチン接種を行う枠組みを整備する。

３．水際対策の実効性の確保【検疫法等】

○ 検疫所長が、入国者に対し、居宅等での待機を指示し、待機状況について報告を求める(罰則付き)ことができることとする。 等
このほか、医療法の平成30年改正の際に手当する必要があった同法第６条の５第４項の規定等について所要の規定の整備を行う。

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある感染症の発生及びまん延に備
えるため、国又は都道府県及び関係機関の連携協力による病床、外来医療及び医療人材並びに感染症対策物資の確保の強化、保健所や検査等の体制の強化、情報
基盤の整備、機動的なワクチン接種の実施、水際対策の実効性の確保等の措置を講ずる。
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現行の予防計画の記載事項 予防計画に追加する記載事項案 体制整備の数値目標の例（注１）

１ 感染症の発生の予防・ま
ん延の防止のための施策★

２ 医療提供体制の確保 ・協定締結医療機関（入院）の確保病床数
・協定締結医療機関（発熱外来）の医療機関数
・協定締結医療機関（自宅・宿泊施設・高齢者施
設での療養者等への医療の提供）の医療機関数

・協定締結医療機関（後方支援）の医療機関数
・協定締結医療機関（医療人材）の確保数
・協定締結医療機関（PPE）の備蓄数量

① 情報収集、調査研究☆

② 検査の実施体制・検査能力の向上★ ・検査の実施件数（実施能力）★
・検査設備の整備数★

③ 感染症の患者の移送体制の確保★

④ 宿泊施設の確保☆ ・協定締結宿泊療養施設の確保居室数☆

⑤ 宿泊療養・自宅療養体制の確保（医療に関する
事項を除く）★
注：市町村との情報連携、高齢者施設等との連携を含む。

・協定締結医療機関（自宅・宿泊施設・高齢者施
設での療養者等への医療の提供）の医療機関数
（再掲）

⑥ 都道府県知事の指示・総合調整権限の発動要件

⑦ 人材の養成・資質の向上★ ・医療従事者や保健所職員等の研修・訓練回数★

⑧ 保健所の体制整備★

３ 緊急時の感染症の発生の
予防・まん延の防止、医療
提供のための施策★

※ 緊急時における検査の実施のための施策を追加。
★

（注１）予防計画の記載事項として、体制整備のための目標を追加。上記は、想定している数値目標の例。具体的には、国の基本指針等に基づき、各都道府県において設定。
対象となる感染症は、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症、新感染症。計画期間は６年。

（注２）都道府県等は、予防計画の策定にあたって、医療計画や新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく行動計画との整合性を確保。

○ 平時からの備えを確実に推進するため、国の基本指針に基づき、都道府県の「予防計画」の記載事項を充実。記載事項を追加
するとともに、病床・外来・医療人材・後方支援・検査能力等の確保について数値目標を明記。
(新たに保健所設置市・特別区にも予防計画の策定を義務付け。ただし、記載事項は★(義務)と☆(任意)を付した部分に限る。)

都道府県の「予防計画」の記載事項の充実等
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予防計画と医療計画の整合性の確保に関する条文

（予防計画）

第十条 都道府県は、基本指針に即して、感染症の予防のための施策の実施に関する計画（以下この条

及び次条第二項において「予防計画」という。）を定めなければならない。

２～７ （略）

８ 都道府県は、予防計画を定め、又はこれを変更するに当たっては、医療法（昭和二十三年法律第二

百五号）第三十条の四第一項に規定する医療計画及び新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成二

十四年法律第三十一号）第七条第一項に規定する都道府県行動計画との整合性の確保を図らなければ

ならない。

９～19 （略）

感染症法【令和６年４月１日施行】（抄）

医療法【令和６年４月１日施行】（抄）
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第三十条の四 都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県における医

療提供体制の確保を図るための計画（以下「医療計画」という。）を定めるものとする。

２～12 （略）

13 都道府県は、医療計画を作成するに当たつては、地域における医療及び介護の総合的な確保の促

進に関する法律第四条第一項に規定する都道府県計画及び介護保険法第百十八条第一項に規定する都

道府県介護保険事業支援計画並びに感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第十条

第一項に規定する予防計画及び新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成二十四年法律第三十一

号）第七条第一項に規定する都道府県行動計画との整合性の確保を図らなければならない。

14～18 （略）



都道府県と医療機関の協定の仕組み

都道府県知事は、平時に、新興感染症の対応を行う医療機関と協議を行い、感染症対応に係る協定（病床/発熱外来/自宅療養

者等に対する医療の提供/後方支援/人材の派遣※）を締結（協定締結医療機関）する。※併せてPPE備蓄も位置づける。

協定締結医療機関について、流行初期医療確保措置の対象となる協定を含む協定締結する医療機関（流行初期医療確保措置

付き）を設定。

全ての医療機関に対して協議に応じる義務を課した上で、協議が調わない場合を想定し、都道府県医療審議会における調整の枠組

みを設けた上で、全ての医療機関に対して都道府県医療審議会の意見を尊重する義務を課す。

加えて公立・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療支援病院にはその機能を踏まえ感染症発生・まん延時に担うべき医療の提供

を義務づけ。

感染症発生・まん延時に、締結された協定の着実な履行を確保するため、医療機関の開設主体ごとに、協定の履行確保措置を設定。

（※）初動対応は特にハードルが高いことから、履行確保措置とセットで感染流行初期に財政的な支援を行う仕組みを設ける。一定期間の経過に
より、感染対策や補助金･診療報酬が充実すると考えられることから、以後は補助金･診療報酬のみの対応とする。具体的な期間は、感染症
の流行状況や支援スキームの整備状況等を勘案して厚生労働大臣が決定する。

○協定は今回の最終フェーズを想定し、病床数、発熱

外来、後方支援、人材の派遣を定量的に盛り込む。

○協定は、①病床、②発熱外来、 ③自宅療養者に

対する医療の提供、④後方支援、⑤人材派遣 の

いずれか1種類以上の実施を想定。

○さらに、流行初期医療確保措置の対象となる協定は、

感染初期からの対応、ピーク時には一定規模以上

の病床確保を行うこと等を想定。

協定

流行初期医療確保協定

補助金（平時の準備行為に応じた支援）支援

協定締結医療機関（病床）

協定締結医療機関は全部で約1500医療機関程度を想定

流行初期医療確保措置（※）

協定締結医療機関（流行初期確保措置付き） 全ての協定締結医療機関

補助金･診療報酬支援

※感染初期は特別な協定を締結した医療機関が中心的に対応。

補助金･診療報酬（対応に応じた追加的な支援）

うち、約500機関程度を想定平時

感染症発生・まん延時（感染初期） 感染症発生・まん延時
（一定期間経過後）

必 要 に 応 じ て
対 象 拡 大

必 要 に 応 じ て
協 定 変 更
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公立・公的医療機関等
（ＮＨＯ・ＪＣＨＯを含む）

特定機能病院/地域医療支援病院 民間医療機関

協定締結
プロセス

①都道府県知事は、都道府県医療審議会の意見を聴いて、地域の感染想定に応じた感染症医療の数値目標（確保
すべき病床の総数等）をあらかじめ予防計画・医療計画に規定する。

②さらに、都道府県知事は、計画に定めた病床の確保のため、都道府県医療審議会の意見を聴いた上で、各医療機
関と協議を行う協定案（病床の割り当て等）を策定の上、各医療機関と協議を行い、結果を公表する。

協定締結の
担保措置

全ての医療機関に対して、予防計画・医療計画の達成のために、必要な協力をするよう努力義務を課す。

全ての医療機関に対して、協定締結の協議に応じる義務を課す。

全ての医療機関に対して、都道府県医療審議会の意見を尊重する義務を課す。

協定の協議が調わない場合に、都道府県医療審議会の意見を聴いた上で、再協議を行うプロセスを明確化

協定締結のプロセス及び担保措置/履行確保措置

平時

○ 平時において、都道府県知事と医療機関が協定を締結することにより、フェーズごとの必要な病床数を確保するとともに、地域において、医療機
関の役割分担を明確化し、感染症発生・まん延時に確実に稼働する医療提供体制を構築するため、実効的な準備体制を構築する。

○ 感染症発生・まん延時において、準備した体制が迅速かつ確実に稼働できるよう、感染症法に指示権等を創設し、協定の履行を確保する。

○ 公立・公的医療機関等、特定機能病院及び地域医療支援病院については、その機能を踏まえ感染症発生・まん延時に担うべき医療の提供を

義務付け、平時に都道府県知事が医療機関に通知。

○ 感染症対応の社会医療法人については、協定（流行初期医療確保措置の対象）の締結を認定の要件化する。なお、協定に則った対応を行う

よう勧告→指示した上で、当該指示に従わない場合に、認定を取り消すことがあり得る。

協定の履行
確保措置等

協定（医療提供義務を含む）に
則った対応を行うよう、
指示⇒公表（指示違反）
＊NHO法・JCHO法に基づき、厚生労働
大臣は緊急の必要がある場合に必要
な措置を行うことを求めることができ、こ
れに応じなければならない。

協定（医療提供義務を含む）に
則った対応を行うよう、
勧告⇒指示⇒公表（指示違反※）
※指示に従わない場合、承認を取り消す
ことがあり得る。

協定に則った対応を行うよう、
勧告⇒指示⇒公表（指示違反）

保険医療機関の責務として、国・地方が講ずる必要な措置に協力するものとする旨を明記。

感染症発生・
まん延時

現行の特措法では、協定の有無に関わらず、医療関係者（※）に対し、直接、患者等に対する医療等を行うよう指示できる旨の規定あり。
（※）医療関係の管理者の場合は、当該医療機関の医療関係者その他の職員を活用して実施体制の構築を図るとされている。 7



流行初期医療確保措置

① 都道府県から、審査支払機関に対し、支援額の一定割合を支払

② 各保険者から、審査支払機関に対し、支援額の一定割合を支払

③ 審査支払機関から「特別な協定を締結した医療機関」に対し、支給対
象月の２か月後に支払

④ 都道府県の支払い額の一定割合を国が負担

平時（流行前）、流行初期、診療報酬上乗せ・補助金充実後（流行初期以降）
における「特別な協定を締結した医療機関」の収入（イメージ）

流行初期医療確保措置の支払いスキーム（イメージ）

平時（流行前） 流行初期
診療報酬上乗せ・補助金
充実後（流行初期以降）

診療報酬
（自己負担分を含
む。以下同じ。）

一
般
医
療

診療報酬

一
般
医
療

感
染
症
医
療

流行初期医
療確保措置

診療報酬

一
般
医
療

診療報酬
上乗せ

感
染
症
医
療

補助金
公費

保険財源

診療報酬
診療報酬

｢特別な協定を締
結した医療機関｣

審査支払
機関

被用者
保険者

国保
保険者

後期高齢
広域連合

③支払

国
④一定割合
を負担

②支払

都道府県
①支払

１．措置の目的・内容
・ 「初動対応等を含む特別な協定を締結した医療機関」について、協定に基づく対応により経営の自律性（一般医療の提供）を制限して、
大きな経営上のリスクのある流行初期の感染症医療（感染患者への医療）の提供をすることに対し、診療報酬の上乗せや補助金等が充
実するまでの一定期間に限り、財政的な支援を行う。
・ 支援額は、感染症医療の提供を行った月の診療報酬収入が、感染症流行前の同月の診療報酬収入を下回った場合、その差額を支払う
（※）。その上で、感染症流行前の診療報酬収入と、当該年度の診療報酬収入に補助金を加えた収入との差額になるよう精算を実施（支
援額の範囲内で補助金の額を返還）。
※ 病床確保（入院医療）を行う医療機関には外来も含めた診療報酬全体を勘案し、発熱外来のみを行う医療機関には外来分の診療報酬のみを勘案する。
※ 自己負担分・公費負担医療分も補償するため、診療報酬収入の差額に10/8を乗じる。（国民医療費：医療保険・後期高齢給付分80.5%、自己負担分12.3%、公費負担医療給
付分7.3%）

２．事業実施主体 都道府県

３．費用負担

・ 措置に関する費用は、公費と保険者で負担することとする。支援額の負担については、今回新型コロナウイルスへの対応を行った病院
の収益構造を勘案し、公費（国、都道府県）と保険者（被用者保険、国保、後期高齢広域連合）の負担割合は１：１とする。

・ 支援額の各保険者の負担は、対象医療機関に対する直近の診療報酬支払実績に応じて按分することとする。また、保険者からの拠出
金については、保険者間の財政調整（前期高齢者財政調整、後期高齢者支援金）を実施し、協会けんぽ、国保、後期高齢広域連合から
の拠出には、通常の医療給付と同様に公費負担を行う。
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「協定」の締結
指定医療機関として指定

自宅・宿泊施設・高齢者
施設での療養者等

健康観察 都道府県

保健所

自宅・宿泊施設・高齢者
施設での療養者等

外来・在宅医療機関等

市町村

○ 「予防計画」に基づき保健所の体制整備を推進しつつ、都道府県による健康観察の実施に当たって、協定を締結した医療機
関等に委託して行うことができることを明確化。保険医療機関等の責務として、国・地方が講ずる必要な措置に協力しなけれ
ばならないことを明記。都道府県は、医療関係団体に対し協力要請できることとする。

○ また、外来医療や在宅医療の提供について、都道府県と医療機関等との間で「協定」を締結する仕組みを導入。自宅・宿泊
療養者や高齢者施設での療養者等への医療について、患者の自己負担分を公費で負担する仕組み（公費負担医療）を創設し、
指定医療機関から提供。

○ この他、生活支援及び健康観察について、都道府県が市町村に協力を求めることとし、両者間の情報共有の規定を整備。

改正案

自宅・宿泊療養者・高齢者施設での療養者等への対応の強化

○ 都道府県は、自宅・宿泊療養者等に対して、健康状態の報告（健康観察）及び自宅・宿泊施設等からの外出しないことにつ
いての協力を求めることができる（感染症法第44条の３）。これに当たって、都道府県は、自宅・宿泊療養者等への生活支援（食事の提

供、日用品の支給等）を実施、必要に応じて市町村と連携するよう努めなければならない。 ※医療提供に関する規定はない。

現行

都道府県

保健所

外来・在宅医療機関等

市町村

生活支援
＋健康観察

協力要請
情報の提供

公費負担医療の創設

＊赤字部分が改正部分現行 改正案

医療

生活支援

生活支援

連携
（努力義務）

連携

（注）都道府県：保健所設置市・特別区を含む。ただし、医療機関との協定の締結や指定は都道府県のみが実施。

※法律上の規定なし

計画的な体制整備
健康観察

生活支援

健康観察／医療※
※オンライン診療
往診、訪問看護、医薬品
等対応等

※法律上の規定なし
委託の明確化

※医師会等に協力要請
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感染症発生・まん延時における広域的な医療人材派遣

【新型コロナ対応時の課題】
当初は、各都道府県がDMATや全国知事会に応援を求める形で県境を越える医療人材広域派遣（広域派遣）を実施。
令和３年４月からは、省庁関係の公的病院からの派遣を厚生労働省が中心となって随時調整。広域派遣を含む人材確保
の仕組み・ルールがなく、厚生労働省関係病院（NHO・JCHOなど）からの広域派遣に偏った。また、感染が全国的に拡
大した場合にはこうした病院からの広域派遣にも限界が生じた。

【感染症対応において重要な要素の一つである医療人材の確保に係る上記課題を踏まえた対応】
① 都道府県と医療機関で協定を締結する等、あらかじめの準備をし、迅速かつ一定規模以上の人材派遣を実施
➣ 協定のメニューの１つに「人材確保」を位置付け、平時から大まかな派遣可能人数を把握。県内での派遣を実施。
② 広域派遣について国と都道府県の役割分担や発動要件を明確化
➣ 各県内で医療人材確保の取組等を行った上でもなお医療がひっ迫し、広域派遣を必要とする場合は下記のイメージ
図に基づき、まずは都道府県知事間での調整を行いつつ、厚生労働大臣を介した広域派遣を実施。

➣ 特に緊急がある場合は、厚生労働大臣は、直接、公立・公的医療機関等に広域派遣の求めを行うことができる。

厚生労働大臣

ひっ迫していない地域の
都道府県知事

感染症対応を行う
医療機関

ひっ迫地域の
都道府県知事

臨時の医療施設

①－１ 医療人材派遣の求め
の基準を満たした時（※１）
医療人材派遣の応援の求め

派遣元医療機関Ａ② 人材派遣

感染症対応を行う
医療機関

①－２ 平時に締結した
協定の内容等に応じて
医療人材派遣の応援の求め

（※２）

派遣元医療機関Ｂ

平時の協定において
予め県外に派遣できる
医療人材をリスト化

⇒ 状況に応じて派遣できる
人材を調整

・
・

※２ 国が非ひっ迫都道府県知事に応援を求めることについて

都道府県からの求めがあることが原則だが、国が必要と判断をした場合は、

ひっ迫地域の県知事からの求めがなくとも、非ひっ迫地域の県知事に応援

の求めを行うことができることとする。

・ＮＨＯ・ＪＣＨＯを含む
公立・公的医療機関等
・（医療提供義務のある）
特定機能病院、
地域医療支援病院

【国の直接の医療人材派遣の求め】

（正当な理由がある場合を除き、
求めに応じなければならない）

① 都道府県知事同士での
医療人材派遣の応援の求め

※１ 国に対する医療人材派遣の求めの基準

・ 他の都道府県に比して、感染が拡大し、医療のひっ迫が認められる。

・ 既に都道府県内で必要な医療人材の確保・調整を行った。

・ 他の都道府県からの医療人材受入体制が整っている。 等 10



○ 災害時に被災地での必要な医療提供体制を支援するための医療チームとして、国（厚生労働省）において
DMAT等（※）の養成・登録を実施。 都道府県知事から管内の医療機関に対する派遣要請に基づき、県内外に
派遣されて活動。

○ 今回の新型コロナ対応では、本来想定していた自然災害ではなかったものの、これまでの災害時の経験を
活かして、感染症の専門家と連携しクラスターが発生した医療機関、介護施設等での感染制御・業務継続の
支援や都道府県庁におけるコロナ患者の入院・搬送先の調整等を行った。

※ DMAT：災害時等に、地域において必要な医療提供体制を支援し、傷病者の生命を守ることを目的とした厚生労働省が認めた専門的な研修・訓
練を受けた医療チーム。被災した医療施設での診療支援、災害現場でのトリアージ、入院搬送調整を実施。平成17年度より国立病院機構に委
託して養成・登録を開始。登録者数 15,862人（令和４年１月現在）

DPAT：災害時に、地域において必要な精神保健医療ニーズに対応することを目的とした厚生労働省が認めた専門的な研修・訓練を受けた精神
医療チーム。このうち主に本部機能の立ち上げや急性期の精神科医療ニーズへの対応等を行う先遣隊については、平成26年度より日本精神科
病院協会に委託して養成・登録を開始。先遣隊の登録者数 807人（令和４年１月現在）

災害時の医療に加え、感染症発生・まん延時の医療を確保するため、国が養成・登録し、都道府県知事の求め
に応じて派遣される医療チームの仕組みを医療法に位置づけ、以下を定める。

・ 厚生労働大臣は、災害時や感染症発生・まん延時に都道府県知事の求めに応じて派遣される人材の養成・登録を実施（国
立病院機構等に事務委託）

・ 都道府県知事は、医療機関との間で事前に上記人材からなる医療チームの派遣協定を締結することとし、協定の履行担保
措置を規定

・ 国・都道府県は、研修・訓練等の支援を実施 等

感染症対応等を行う医療チームの法定化
～災害時の医療に加え、感染症発生・まん延時の医療を確保するため派遣される医療チーム～
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新型インフルエ
ンザ等感染症

一類感染症 二類感染症 三類感染症 四類感染症 五類感染症 指定感染症

規定されている疾病名

新型インフルエン
ザ・
再興型インフルエ
ンザ・
新型コロナウイル
ス感染症・
再興型コロナウイ
ルス感染症

エボラ出血熱・
ペスト・
ラッサ熱 等

結核・ＳＡＲＳ
鳥インフルエンザ
（Ｈ５Ｎ１） 等

コレラ・
細菌性赤痢・
腸チフス 等

黄熱・鳥インフルエ
ンザ（Ｈ５Ｎ１以
外） 等

インフルエンザ・
性器クラミジア
感染症・梅毒等

※政令で指定
（現在は該当な
し）

疾病名の規定方法 法律 法律 法律 法律 法律・政令 法律・省令 政令

疑似症患者への適用 ○ ○
○

（政令で定める
感染症のみ）

－ － －

具体的に適用す
る規定は、

感染症毎に政令
で規定

無症状病原体保有者への適用 ○ ○ － － － －

診断・死亡したときの医師による届出
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（直ちに）
○

（７日以内）

獣医師の届出、動物の輸入に関する措置 ○ ○ ○ ○ ○ －

患者情報等の定点把握 － －
△

(一部の疑似症のみ)
△

(一部の疑似症のみ)
△

(一部の疑似症のみ)
○

積極的疫学調査の実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○

健康診断受診の勧告・実施 ○ ○ ○ ○ － －

就業制限 ○ ○ ○ ○ － －

入院の勧告・措置 ○ ○ ○ － － －

検体の収去・採取等 ○ ○ ○ － － －

汚染された場所の消毒、物件の廃棄等 ○ ○ ○ ○ ○ －

ねずみ、昆虫等の駆除 ○（※） ○ ○ ○ ○ －

生活用水の使用制限 ○（※） ○ ○ ○ － －

建物の立入制限・封鎖、交通の制限 ○（※） ○ － － － －

発生・実施する措置等の公表 ○ － － － － －

健康状態の報告、外出自粛等の要請 ○ － － － － －

都道府県による経過報告 ○ － － － － －

※ 感染症法第44条の4に基づき政令が定められ、適用することとされた場合に適用（新型コロナウイルス感染症(COVID-19)については適用なし(R3.2.13時点) ）

感染症法に基づく主な措置の概要
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感染症の医療提供（良質かつ適切な医療の提供を確保）

感染症類型 医療体制 公費負担医療

新感染症 特定感染症指定医療機関

（国が指定、全国に数ヶ所）

全額公費※２
（医療保険の適用なし）
負担割合：国3/4 県1/4

一類感染症 第一種感染症指定医療機関

（都道府県知事が指定、各都道府県に1ヶ所）

医療保険を適用。
自己負担を公費負担※２
（自己負担なし）
負担割合：国3/4 県1/4

二類感染症
※1

第二種感染症指定医療機関
（二次医療圏に1ヶ所）

三類感染症 一般の医療機関 公費負担なし

（医療保険を適用）四類感染症

五類感染症

新型インフル
エンザ等感
染症

特定、第一種、第二種感染症指定医療機関 医療保険を適用。

自己負担を公費負担※２

（自己負担なし）

負担割合：国3/4 県1/4

指定感染症 一～三類感染症に準じた措置

※１結核については原則として医療法上の結核病床に入院 ※２患者等に負担能力がある場合、その限度内で自己負担
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第66回
(令和4年9月5日)
厚生科学審議会
感染症部会資料
（一部改変）

新感染症・・・人から人に伝染すると認められる疾病であって、既に知られている感染性の疾病とその病状又は治療の結果が明らかに異なるもので、当該疾病にかかった場合の病状の
程度が重篤であり、かつ、当該疾病のまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがあると認められるもの。
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２．新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた今後の医療提供体制 

  の構築に向けた考え方（抜粋） 

（令和２年 12月 15 日医療計画の見直し等に関する検討会報告書） 

 

 

３．新興感染症等の感染拡大時における体制確保（医療計画の記載事項追加）  

 

（２）「新興感染症等の感染拡大時における医療」に関する記載項目（イメージ） 

○ 「新興感染症等の感染拡大時における医療」に関する具体的な記載項目に

ついては、厚生科学審議会感染症部会における議論や地域医療構想に関する

ワーキンググループにおける議論を踏まえ、例えば以下のような項目を医療

計画に記載することが想定されるところである。 

引き続き、厚生科学審議会感染症部会等における議論の状況も踏まえつつ、

記載項目や、施策の進捗状況を確認するための数値目標等について、具体化

に向けた検討を進めることが適当と考えられる。 

【平時からの取組に必要な観点】 

● 感染拡大に対応可能な医療機関・病床等の確保 

・ 感染症指定医療機関（感染症病床）の整備 

・ 感染拡大時にゾーニング等の観点から活用しやすい病床や感染症対

応に転用しやすいスペース（病床のダウンサイズに伴う空きスペース

を含む。）の確保に必要な施設・設備の整備（重症例や疑い症例等を想

定した整備を含む。） など 

● 感染拡大時を想定した専門人材の確保等 

・ 感染防止制御チームの活用 

・ 感染管理の専門性を有する看護師（ICN）の確保等 

・ 重症患者（ECMOや人工呼吸器管理が必要な患者等）に対応可能な

人材 など 

● 医療機関における感染防護具等の備蓄 

● 院内感染対策の徹底 

● 医療機関内でクラスターが発生した際の対応方針の共有 

（院内のマネジメントや医療機関の連携等） 

● 医療機関における PCR検査等病原体検査の体制の整備   など 
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【感染拡大時の取組に必要な観点】 

● 個々の医療機関における取組の基本的考え方 

・ 感染拡大時の受入候補医療機関（重症例や疑い症例等を想定した受

入候補医療機関を含む） 

・ 患者が入院する場所の確保に向けた取組（病床や病床以外のスペー

ス等の活用など） 

・ 感染症患者に対応するマンパワー（医師、看護師等）の確保に向け

た取組（感染症専門医以外を含めた対応、病院内の重点配置、医療関

係職種以外の職員の確保など） 

・ 感染防護具や医療資機材等の確保 など 

● 医療機関間の連携・役割分担の基本的考え方 

・ 救急医療など一般の医療連携体制への影響にも配慮した受入体制に

係る協議の実施（感染症患者受入医療機関と感染症患者以外に対応す

る医療機関の役割分担等） 

・ 感染症患者受入医療機関やクラスターが発生した医療機関等への医

師・看護師など応援職員の派遣 

・ 感染管理の専門人材による指導・コンサルテーションの実施 など 

● 感染症法や新型インフルエンザ等対策特別措置法等に基づき講じら

れることが想定される各種措置（臨時の医療施設や宿泊療養施設の開設

など） 

● 地域における外来体制の基本的考え方   など 

 

○ なお、医療計画の記載項目等については、感染症法に基づく「予防計画」

の記載項目と整合性を確保する必要があることから、厚生科学審議会感染症

部会においても、引き続き、感染症法に基づく「基本指針」等の見直しにつ

いて検討を進めるよう求めていくことが適当と考えられる。 
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３．感染症法等改正法についての主な議論 

（１）国会審議における主な議論の要旨   

（感染症法改正の目的） 

○ 平時から有事に備えるための医療体制について協定の仕組みを法定化する狙

い如何。 

● 今般の新型コロナ対応に際し、特に初動対応において、医療機関の迅速な人員

確保、入院調整・病床確保の困難さ、保健所業務の逼迫、医療物資の不足等の課

題があり、平時からの感染症危機管理の重要性が浮き彫りとなった。 

平時からの予防計画に沿った医療機関との協定の締結や、保健所機能や検査体

制の強化、機動的なワクチン接種の実施等について、政府としてその枠組みを法

定化し、流行の初期段階から速やかに機能する保健医療提供体制の構築を図るこ

とを目的として、感染症法等の改正を行うこととした。 

  

（感染想定） 

○ 法改正では、どの程度の感染症の毒性を想定しているのか。 

● 今回の法改正は、次の感染症危機に備えるために必要な措置を講ずるものであ

り、医療機関との協定をはじめ、基本的には、新型コロナウイルス感染症を含む

新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症を対象としている。 

  具体的な感染症の毒性については、感染症に関する国内外の最新の知見を踏ま

えつつ、一定の想定を置くこととなるが、まずは、現に対応しており、これまで

の対応の教訓を活かすこともできる新型コロナウイルス感染症への対応を念頭

に取り組む。 

  実際の新たな感染症の発生・まん延時には、事前の想定とは大きく異なる事態

も考えられることから、その場合には、その感染症の特性に合わせて、協定の内

容を見直すなど、実際の状況に応じた機動的な対応を行う。 

  

（病床確保） 

○ 1500程度を想定している協定締結医療機関（病床確保担当）について、公立・

公的と民間の内訳及びその基準如何。 

● 約 1500という数字は、昨年 11月の「次の感染拡大に向けた安心確保のための

取組の全体像」の重点医療機関数等を踏まえた一つの目安である。 

  公立・公的と民間の内訳は、一概には言えないが、直近（のコロナ対応）で重

点医療機関と対応いただいているのは、約半数が公立・公的、残りの半数が民間。 
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  （1500という）数値は目安であることから、実際の予防計画における数値目標

の設定に当たっては、都道府県において、各医療機関に対して意向や対応能力を

調査することなどにより、より現状に即した医療提供体制を踏まえた内容として

いただくことが必要。 

  協定の締結に当たっては、こうした調査も踏まえ、関係者間で議論を行い、地

域における各医療機関の機能・役割に応じた役割分担を明確化することを想定。 

 

○ 予防計画や医療計画策定時の想定を超える感染状況が生じた場合の措置如何。 

● 新型コロナ対応においては、都道府県が策定する病床確保計画において感染状

況のフェーズを設定し、フェーズごとに必要な病床数を確保した経緯。 

  予防計画・医療計画において設定する数値目標等は、各医療機関の意向や対応

能力など、現実の医療提供体制を踏まえたものとする必要があるが、フェーズに

応じた必要な対応を示すことも重要であり、今後、専門家や自治体の意見も聞き

ながら、詳細を検討していく。 

  実際の新たな感染症の発生・まん延時において、事前の想定とは大きく異なる

事態となった場合には、その感染症の特性に合わせて協定の内容を見直すなど、

実際の状況に応じた機動的な対応を行っていく。 

 

（発熱外来） 

 ○ 発熱外来の数値目標について、都道府県全体の数量だけではなく、都道府県内 

  の一定エリアごとに最低限の発熱外来を確保する必要性があるのではないか。 

 ● 今回の新型コロナ対応においても、発熱外来の前身である帰国者・接触者外来 

  については二次医療圏ごとに設置を求めており、新型コロナの発生初期段階から 

  県内のそれぞれの地域において必要な診療を受けられるように取り組まれてき 

  た。 

   予防計画の数値目標についても、これまでの対応も踏まえて設定。地域の実情 

  に応じて、県内のそれぞれの地域で体制整備を行っていただくよう、国としても 

  基本指針で考え方を示していく。 

   各都道府県において、各医療機関の意向や対応能力の調査なども行った上で、 

  関係者間で議論を行い、地域における各医療機関の機能・役割に応じた役割分担 

  を明確化することにより、必要な医療体制を確保。 

 

（流行初期） 

○ 特別な協定を締結する医療機関の選定プロセス及び規模、設備等の基準及び施

設数如何 
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● 都道府県知事が、平時に各医療機関と協議を行い、感染症発生・まん延時にお

ける役割・対応に関する協定締結スキームの中で、特に流行初期段階から基幹的

な役割を担っていただく医療機関を設定し、特別な協定を締結し、保健医療提供

体制を流行初期から速やかに立ち上げ、機能させる。 

   特別な協定については、感染症の流行初期から一定以上の病床等を確保できる

医療機関が対象となり、具体的な基準については、施行に向けて検討するが、こ

れらの医療機関については、平時から人員、施設、設備等の準備が必要で、 

   ・ 感染症患者に適切に対応するための人員の確保、研修・訓練の実施等 

   ・ 感染拡大時にゾーニング等の観点から活用しやすい病床 

   ・ PCR検査等病原体検査の体制 

   ・ 感染防護具等の備蓄 

  などが考えられるところであるが、（詳細は）今後施行に向けて検討。 

医療機関数は、現在 400床以上で、（コロナの）重点医療機関が約 500あること

から、約 500を目安。 

  

（流行初期期間） 

○ 流行初期医療確保措置の実施期間如何。 

● 感染症の態様がある程度判明し、当該感染症に対する診療報酬の特例措置や補

助金等の財政支援が整備されるまでの限られた期間として、できるだけ短い期間

で設定。 

    感染症ごとに対応が異なるため、実施期間を一律に決められるものではないと

考えているが、新型コロナウイルス感染症の流行の波などを考えると、最初は３

ヶ月といった短い期間を基本にし、必要に応じて延長又は前倒しで終了するとい

ったイメージ。 

 

（高齢者施設の入所者への医療の確保） 

 ○ 高齢者施設等の入所者が新型コロナに感染した場合に適切な医療が受けら 

  れるようにすべきではないか。    

 ● これまでの新型コロナ対応においては、医療資源には限りがある中で、その 

  時々のウイルスの性状や通常医療とのバランスに配慮しつつ、重症患者や重症化 

  リスクの高い者など入院治療が必要な患者が優先的に入院できる体制とすると 

  ともに、高齢者施設等で療養する場合もあることから、入所者の症状等に応じ、 

  高齢者施設等に対する医療支援の充実を図ってきた。 

   具体的には各都道府県において、 

  ・ 施設からの連絡等により、感染発生から 24時間以内に感染制御・業務継続 

   支援チームを派遣できる体制の整備 
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  ・ 全ての施設で、医師や看護師による往診・派遣が可能な医療機関の事前の確 

   保 

  を進めることで、必要に応じ高齢者施設等に対し財政支援を行ってきた。 

   今般の改正案において、病床の確保や高齢者施設の入居者等を含めた自宅療養 

  者等に対する医療の提供について、数値目標を盛り込んだ計画を平時から策定す 

  るとともに、各医療機関の機能や役割に応じて協定を締結することで、確実な備 

  えを図る。 

   引き続き、こうした取組を進めることにより、必要な方が入院できる体制の整 

  備を進めるとともに、高齢者施設等への医療支援の強化を図っていく。 

 

（協定を履行しない正当な理由） 

 ○ 都道府県等と医療機関等の協定締結については、正当な理由なく協定を実行し 

  ない場合の勧告や指示、公表の措置が創設されるが、「正当な理由」にあたる例は 

  どのようなものがあるのか。 

 ● 感染状況や医療機関の実情に即した個別具体の判断が必要であるが、例えば、 

  ・ 病院内での感染拡大等により、医療機関内の人員が縮小している場合 

  ・ ウイルスの性状等が協定締結時に想定していたものと大きく異なり、患者一 

   人当たりに必要となる人員が異なる場合 

  ・ 感染症以外の自然災害等により、人員や設備が不足している場合等、 

  協定締結時の想定と異なる事情が発生し、協定に沿った対応が困難であることが 

  やむを得ないと判断される場合が該当するものと考えている。 

   具体例を網羅的にお示しすることは困難であるが、こうした考え方や具体例を 

  都道府県や医療機関等に十分に周知するなど、協定の締結が円滑に進むように丁 

  寧に対応していく。 

 

（人材派遣） 

○ これまでの人材派遣の実績（派遣者の属性、人数、期間、効果など）如何。 

● 令和２年度中は各都道府県がＤＭＡＴや全国知事会に応援を求める形で県境

を越える医療人材派遣（広域派遣）が実施。  

  令和３年４月からは、各省庁の所管する公的病院からの派遣を厚生労働省が中

心となって随時調整。 

 

○ 令和２年のＤＰ号の対応において、国や都道府県の DMAT 派遣要請に対し、一

部の医療機関の理解を得られず、出動できなかった事例があり、日本看護協会の

｢災害支援ナース｣でも同様の事例があった。このような状況は改善されるのか。 
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● DMATについては、感染症対応を想定した法令等の活動根拠がなかったことから

所属する医療機関において DMAT 隊員の派遣への理解が得られにくい等の課題が

あった。 

  厚生労働大臣が実施する DMAT研修などを受けた医師・看護師等について、｢災

害・感染症医療業務従事者｣として医療法に位置づけることなどで、その活動根拠

の明確化等を行うことにより、所属医療機関の理解も得られ、より派遣しやすく

なる。 

  看護協会の災害支援ナースは、現在、看護協会が養成・登録していることから、

現時点では「災害・感染症医療業務従事者」には該当しないものの、施行に向け

て厚生労働大臣が養成・登録を行うことを検討しており、そうした体制が整えば

「災害・感染症医療業務従事者」に該当することとなり、DMAT等と同様の効果が

得られる。 

  都道府県と各医療機関の間で締結する協定においては、人材の派遣に要する費

用も含め、協定の履行に要する費用の負担の方法についても盛り込むこととして

おり、具体的な内容は協定の協議の中で決定。 

  広域的な医療人材派遣の仕組みに関し、医療現場で混乱が生じることがないよ

う、協定の協議の中で身分や処遇なども含めた諸条件を明確に確認いただき、派

遣される医療人材の労働環境など、送り出す体制を適切に確保することについて、

丁寧に説明。 

 

（人材確保） 

○ 感染症専門医が不足しているという意見もあり、広域派遣を担う DMAT 等を含

めて医療人材の育成が極めて重要と考えるが、見解如何。 

● 感染症対策の専門人材の養成については、現在、関係学会において感染症専門

医の養成に取り組まれているものと承知。 

  今般の新型コロナ対策においては、これら感染症専門人材の確保にも課題があ

ったものと認識しており、将来の感染症危機への備えとしても重要であることか

ら、関係学会などの協力も得ながら、専門人材の確保養成のあり方について検討。 

 

（健康観察） 

○ 健康観察における医療機関以外の者への委託について、具体的な業務内容・委

託先如何。 

● 保健所業務のひっ迫への対応や、医療が必要な自宅療養者へのフォローアップ

の観点等から、都道府県等が、協定を締結した医療機関等に、健康観察の実施を

委託できる。 
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   健康観察の実施の委託に当たっては、特に、重症化リスクの低い陽性者や、症

状が出ておらず、医療の必要のない濃厚接触者の健康観察については民間事業者

が担うことも想定。 

委託する業務や委託先の具体的範囲については、施行に向けて、関係者の意見

も踏まえ判断。 

  

（支援） 

○ 平時からの医療提供体制の整備は不可欠と考えるが、協定締結医療機関に対す

る財政支援の考え方如何。 

● 都道府県と各医療機関の間で締結する協定においては、協定の履行に要する費

用の負担の方法についても盛り込むこととしており、具体的な内容は都道府県知

事と各医療機関の協議の中で決定。 

  民間医療機関も含め、協定を締結した医療機関については、有事における対応

のみならず、平時からの設備整備に要する費用についても、その一部を国が補助

することができる旨の規定を設けており、これも含め、法施行に向けて、予防計

画の策定の状況も踏まえながら、具体的内容等を精査し、検討。 

○ 法案では全ての医療機関に対して協定締結の協議に応じる義務を課すが、実効

性を高めるため、感染症に対応する施設や設備への財政支援が有効と考えるが所

感如何。 

● 広く医療機関に感染症への対応力を高めていただくことは、より多くの医療機

関に都道府県との協定締結に応じていただく上で、重要。 

  協定を締結した医療機関に対しては、平時からの設備整備に要する費用につい

ても、その一部を国が補助することができる旨の規定を設ける。 

  現在、厚生労働省の研究班において、新型コロナ重点医療機関等を対象に、今

般の新型コロナ対応に当たり実施された設備整備等の状況や、次なる感染症を想

定した追加的なニーズなどについて、調査。 

  当該調査結果や専門家等の意見を踏まえつつ、必要に応じて対応を検討。 

 

○ 協定に付き添いが必要な障害者の入院体制の整備を盛り込むことについての

周知方法如何。 

● 従前より、入院時の支援者の付き添いに配慮がなされるよう依頼してきたが、 

 今後、今般の改正案の施行通知等により、 

 ・ 支援者は、障害児者が医療従事者と意思疎通する上で極めて重要な役割を担

っており、障害児者の受入医療機関の設定に際して特別なコミュニケーション

支援が必要な場合も考慮することや、 
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 ・ コミュニケーション支援が必要な場合は、院内の感染対策に配慮しつつ、可

能な限り支援者の付き添いを受け入れていただきたいこと 

 を示したい。 

 

（公立・公的医療機関） 

○ 感染症発生・まん延時の負担は公立・公的医療機関に集中しないか。 

● 民間医療機関を含めた全ての医療機関に対し、 

  ・ 予防計画や医療計画の達成のために必要な協力をする努力義務 

  ・ 都道府県との協定の協議に応じる義務 

  ・ 協議が調わなかった場合に都道府県医療審議会の意見を尊重する義務 

 を課し、できる限り協定を締結できるよう取り組む。 

  協定締結医療機関が感染症発生・まん延時に協定に沿った対応をしない場合に

は、状況を確認し、正当な理由がなく必要な対応を行わないときは、指示・公表

等をできる履行確保措置を設ける。 

  特別な協定を締結し、感染症の流行初期段階から基幹的な役割を担う医療機関

に対しては、流行初期医療確保措置の対象とし、保健医療体制を速やかに立ち上

げ、機能させる。 

  こうした仕組みを通じ、民間医療機関も含め、地域全体で感染症発生・まん延

時に対応できる体制を構築。 

 

（財政措置） 

○ 協定締結医療機関等が実施する措置費用のうち、都道府県負担分（1/4）への財 

 政措置如何。 

● 現行の感染症法は国の補助・負担割合が２分の１であるところ、今般の協定締 

 結医療機関等が実施する措置に関する費用について、国の補助割合を４分の３と 

 した。さらに、９月２日の政府対策本部決定で、次期通常国会への提出を目指す 

 新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正法案について、地方公共団体が感染 

 症拡大防止措置に係る財源を確保しやすくなるよう、地方債の特例規定の創設を 

 含め必要な措置を検討。 
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（２）第８次医療計画等に関する検討会（令和４年10月26日）における関係意見 

 

   ○ 早めに検討の方向性や論点等を都道府県に示すとともに、感染症予防計画に 

      盛り込む内容との整合を取った整理をすべき。 

 

  ○ 予防計画の策定は重要。都道府県医師会等の関係団体とも連携して対応して 

   ほしい。 

 

  ○ コロナ対応においても薬局が一緒になって対応しており、新興感染症対応に 

   ついてはその点を考慮してほしい。 

 

  ○ 初動対応を含む特別な対応については、納得感のあるものを作る必要がある。 

 

  ○ 民間医療機関の対応を十分に評価すべき。 

 

  ○ 感染症対応に係る体制整備への財政支援について検討すべき。 

 

  ○ 感染症対応では一般医療を制限されることになり、その部分は 5事業にも影 

   響があるため、そうしたことも議論すべき。 

 

   ○  感染症部会に病院団体の意見を届けるべき。 
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（３）厚生科学審議会感染症部会（令和４年９月５日）での主な意見要旨 

（医療の提供関係） 
 

（感染症発生・まん延時における確実な医療の提供（協定等）） 

○ 協定に当たって、地域の医療資源の状況や活用可能性について、自治体・医療

機関・住民への情報共有が必要。極端に感染症にだけシフトし、それ以外の部分

が手薄になる事態を避けるべき。それぞれの医療機関の役割分担の観点も必要。

構造上対応が困難な医療機関をどう改善するか連携して対応すべき。 

○ 医療機関との協定締結について、平時からの環境整備や人材配置、診療報酬の

加算措置などの財政支援、有事における支援制度の提示が必要。医療機関に対す

る減収補償や病床確保等に要する経費は国庫負担が基本。法制化に伴い、仮に地

方負担を求められる場合には、地方財政に配慮し、負担の極小化を図るべき。 

○ 患者の特性によって必要な医療スタッフとキャパシティーが異なる点を考慮

して、病院運営も考えた上で協定・計画を策定すべき。 

○ 医療機関の負担が規模・性質等に応じて公平になるよう運用上工夫すべき。ま

た協定の締結が強制にならないようにすべき。 

○ 保健所設置市である政令指定都市や中核市は県庁所在地であることが多く、医

療資源も豊富なので、周辺の基礎自治体を巻き込んだ調整を行うべき。 

○ 協定について国がリーダーシップをとるべき。 

 

（自宅・宿泊療養者等への医療の提供） 

○ どのような状況下で、どのように自宅・宿泊療養を運用するのか、前提条件の

整理が必要。 

○ 地域の実情に応じて保健所と郡市医師会、薬剤師会との密な連携が不可欠。軽

症の自宅療養者に関わる受診に関しては、オンライン診療に何らかのインセンテ

ィブを設定することも検討すべき。 

○ 高齢者施設等における医療の提供の在り方を改善すべき。 

○ 福祉施設の協力医や学校医・産業医について、平時は感染拡大予防の観点から

の助言、有事は施設に出向いて感染状況の把握と拡大防止の指揮をとって医療機

関との連携を担うこととしてはどうか。 

○ 一定規模の高齢者等の福祉施設には、感染管理看護師、ICN を置くことや、小

規模な施設に関しては、常勤でなくても必要時に相談できるような感染管理看護

師との契約を結ぶこととしてはどうか。 
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（広域での医療人材派遣の仕組みの創設等） 

○ 新興感染症発生時には全国的に医療人材が逼迫することから、平時からの人材

育成と余力を持った配置が必要。また、国が応援の求めを行う場合において、都

道府県とどのように調整を行うのか、あらかじめ整理が必要。 

○ 専門家のチームをつくって医療機関や高齢者施設を支援していくような体制

を全国的に（ブロックごとに）整備すべき。 

 


